[bookmark: _GoBack]様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　２０２１年　１月　１２日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） かぶしきがいしゃ おおつかしょうかい
              一般事業主の氏名又は名称 　 株 式 会 社　　　大 塚 商 会
（ふりがな） おおつか　ゆうじ
            （法人の場合）代表者の氏名　  大 塚　　裕 司  　印
住所　〒１０２－００７２
　　　　　　　　　　　東京都千代田区飯田橋２－１８－４
法人番号 １０１０００１０１２９８３　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	大塚商会ホームページ＞企業情報＞大塚商会について＞「ミッションステートメント」

	公表日
	２００３年１月

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.otsuka-shokai.co.jp/corporate/message/mission/

	記載内容抜粋
	ミッションステートメント　使命
「大塚商会は多くの企業に、情報・通信技術の革新によってもたらされる新しい事業機会や経営改善の手段を具体的な形で提供し、企業活動全般にわたってサポートします。そして、各企業の成長を支援し、わが国のさらなる発展と心豊かな社会の創造に貢献しつづけます。」

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて「ミッションステートメント」を制定。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	大塚商会ホームページ＞企業情報＞IR情報＞IRライブラリ＞決算説明資料・補足資料＞「2019年12月期決算概要」

	公表日
	２０２０年　２月　３日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.otsuka-shokai.co.jp/corporate/ir/media/202002setsu.pdf
（31～35頁）

	記載内容抜粋
	当社強み（リアルの営業/エンジニア）をさらに伸ばし、加えて、お客様とのWeb接点、センター接点を強化することで「お客様との新たな関係」を構築。全社マーケティング基盤が持つ情報資産をAIに学習させ、データに基づく経営を実践。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	機関承認された方針に基づいて作成された内容。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①大塚商会ホームページ＞企業情報＞プレスリリース＞2020年＞DX推進委員会を設置
https://www.otsuka-shokai.co.jp/corporate/release/2020/201222a.html
②The ROOM 4D 株式会社 ホームページ＞お知らせ
https://the-room.company/index.php/2020/08/07/0003/

	記載内容抜粋
	①当社では、自社での更なるDX推進を行うため、全社横断のプロジェクト「DX推進委員会」を設置。委員長には代表取締役社長大塚裕司を任命し、各本部・各部代表により組織。
②株式会社大塚商会との資本提携により同社が保有する企業ネットワークを最大限に活かし、機械学習システム開発事業を一層拡大。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	大塚商会ホームページ＞企業情報＞IR情報＞IRライブラリ＞決算説明資料・補足資料＞「2019年12月期決算概要」
https://www.otsuka-shokai.co.jp/corporate/ir/media/202002setsu.pdf
（31頁）

	記載内容抜粋
	全社マーケティング基盤環境を構築。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	大塚商会ホームページ＞企業情報＞IR情報＞IRライブラリ＞決算説明資料・補足資料＞「2020年12月期第3四半期決算概要」

	公表日
	２０２０年１１月１０日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.otsuka-shokai.co.jp/corporate/ir/media/202011setsu.pdf
（27頁）

	記載内容抜粋
	戦略の達成度を測る指標を決定し、毎月定期的な報告を経営陣に対して実施。また毎月の経営会議等で報告を行い、経営幹部で情報の共有、評価を行い必要な対応を取るといったPDCAをまわす運用を実施。公表については、決算説明会等で開示。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	２０２０年　２月　３日

	発信方法
	2019年12月期決算説明会にて発信。
①大塚商会ホームページ＞企業情報＞IR情報＞IRライブラリ＞決算説明資料・補足資料＞「2019年12月期決算概要」
https://www.otsuka-shokai.co.jp/corporate/ir/media/202002setsu.pdf
（34～35頁）
②大塚商会ホームページ＞企業情報＞IR情報＞IRライブラリ＞決算説明資料・補足資料＞「2018年12月期決算概要」
https://www.otsuka-shokai.co.jp/corporate/ir/media/201902setsu.pdf
（31頁）

	発信内容
	【予定自動登録】
自社開発の顧客情報総合管理システム（SPR）内にある167万社のお客様情報をAIが学習。AIが推奨した訪問先を営業予定表に自動登録。（URL① 34頁）
【AIアシスタント】
iPhone版アプリを自社開発。営業作業をAIが代行し、AIが営業秘書役。（URL① 35頁）
【チャットボット】
お客様向け/社内向けに80本を超えるチャットボットを活用中（2020年11月末時点）。Web接点時におけるお客様の利便性を向上。（URL② 31頁）



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	２０２０年１２月頃　～　２０２０年１２月頃


	実施内容
	DX推進指標自己診断フォーマット
（DXを実現する上で基盤となるITシステムの構築）



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	２００６年４月頃　～２００６年１０月頃

	実施内容
	ISO/IEC27001に要求事項に準拠したPDCAの実施。
外部監査及び内部監査を定期的に実施。
（直近　外部監査：2020年9月、内部監査：2020年4月）
認証機関BSIグループジャパン(株)による認証取得　IS511184

※情報処理安全確保支援士・・71名
登録情報セキュリティスペシャリスト・・70名
（テクニカルエンジニア・・8名、情報セキュリティスペシャリスト・・49名、情報処理安全確保支援士・・13名）



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

